
令和７年度からの変更点

・食事提供体制加算

・処遇改善加算の経過措置終了

・業務継続計画の未策定減算

・令和７年４月１日異動の体制届について
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体制届提出に関する注意点➀

➀届出方法
電子申請サービスとなります。
https://apply.e-tumo.jp/pref-saitama-u/offer/offerList_detail?tempSeq=62111 

②就労継続支援A型事業所は加算変更がない場合でも、
提出が必須です。

③令和７年４月１日異動分は現在受付中です。
締め切りは令和７年４月１５日（火）受付完了です。

https://apply.e-tumo.jp/pref-saitama-u/offer/offerList_detail?tempSeq=62111


体制届提出に関する注意点②

④前年度平均利用者数が変わり、夜間支援対象者数が
変わった場合について

→体制届の提出が必要です。

⑤共同生活援助は令和６年度以降、介護サービス包括
型は６︓１のみです。

→人員配置体制加算を取得する場合は、体制届の提出
が必要です。



（様式第５号）

（宛先）

埼 玉 県 知 事

届出者 所 在 地

法 人 名

代表者名

（郵便番号 － ）

（郵便番号 － ）

（郵便番号 － ）

（郵便番号 － ）

注１　｢実施事業｣欄は、該当する欄に「○」を記入してください。

注２　｢異動等の区分｣欄は、今回届出を行う事業所について該当する数字に「○」を記入してください。

注３　｢異動項目｣欄は、（別紙１）｢介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表｣に掲げる項目を記載してください。

注４　｢特記事項｣欄は、異動の状況について具体的に記載してください。

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

　　　　年　　月　　日

代表者の職・氏名 職名 氏名

主たる事務所
の所在地

届
出
者

フリガナ

名称

事業所番号

事業所番号

ＧＨ

　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

連絡先 電話番号 ＦＡＸ番号

代表者の住所

届
出
を
行
う

事
業
所
の
種
類

同一所在地において
行う事業等の種類

実施
事業

指定年月日 異動等の区分
異動項目

（※変更の場合）

共同生活援助

事
業
所
の
状
況 管理者の氏名 職名 氏名

連絡先 電話番号

電子メールアドレス

名称

(日中連絡先)

２ 新規　２ 変更　３ 終了

異動年月日

管理者の住所

関係書類 別紙のとおり

届出事務担当者

電話番号

特
記
事
項

変更前 変更後

介
護

給
付 短期入所

自立生活
援助 事業所番号

訓
練
等

給
付

自立生活援助 １ 新規　２ 変更　３ 終了

短期

○ １ 新規　２ 変更　３ 終了

ＦＡＸ番号

主たる事業所の所在地

フリガナ

※共同生活援助



（別紙）

（郵便番号 － ）

※　記載漏れ、記載誤りがあると台帳の修正ができず正しい請求が出来なくなります。

※　記載漏れ、記載誤りがないよう十分に注意してください。　

※　新たに算定又は変更する全ての加算について、個別具体的に記載してください。

事
業
所
・
施
設
名

フリガナ

名称

主たる事業所・施設
の所在地

特
記
事
項

変更前 変更後

ＧＨ 事業所番号

自立生活援助 事業所番号

　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。 短期 事業所番号



別紙１

別紙

別紙2

別紙18-1

別紙3

別紙38

別紙17

別紙17

別紙39

別紙19

別紙22-1
別紙22-2

別紙36

別紙37

別紙42

別紙15

別紙16

別紙43

別紙49

別紙48-1
別紙48-2

別紙2-1
別紙2-2
別紙2-3

 別紙44-1別紙44-2

別紙46

別紙47

別紙19

別紙45

別紙2

別紙2

別紙38

別紙23

別紙7

別紙7

別紙10

別紙18-2

別紙46

別紙23

-

-

-

-

-

別紙18-1

別紙49

-

別紙44-3

別紙46

別紙46-2

注

※１ 「人員配置区分」欄には、報酬算定上の区分を設定する。

※２ 「キャリアパス区分」欄は、福祉・介護職員処遇改善加算対象が「２．あり」の場合に設定する。

※３

※４ 「共生型サービス対象区分」欄が「２．該当」の場合に設定する。

※５

※６

※７ 「地域移行等意向確認体制未整備」欄は、令和8年4月1日以降の場合に設定する。

※８
※９
※１０ 「常勤看護職員等配置（看護職員常勤換算員数）」欄は、小数点以下を切り捨てた人数を設定する。

※１１ 「福祉・介護職員等処遇改善加算対象」欄は、令和7年4月1日以降の場合、「６．Ⅴ」を設定しない。

※１２ 「福祉・介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）区分」欄は、福祉・介護職員等処遇改善加算対象が「６．Ⅴ」の場合に設定する。

※１３ 以下のサービスについて、「業務継続計画未策定」欄は、令和7年4月1日以降の場合に設定する。

　居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、就労定着支援、自立生活援助、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表

提供サービス 定員数
延べ
利用
者数

開所
日数

利用者の平
均値

人員配置区分
（※1）

その他該当する体制等

共同生活援助
　※必須書類
・別紙２（勤務形態一覧表）
・参考様式（共同生活援助利用者
の状況）

１．6:1
２．10:1
３．旧Ⅰ型
４．旧Ⅱ型
１１．旧日中支援Ⅰ
型
１２．旧日中支援Ⅱ
型
１３．5:1

適用開始日

各サービス共通 地域区分

職員欠如 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

施設区分 １．介護サービス包括型　２．外部サービス利用型　３．日中サービス支援型

大規模住居（※5）  １．なし　　２．定員8人以上　　３．定員21人以上４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）

業務継続計画未策定 　１．なし　　２．あり

情報公表未報告 　１．なし　　２．あり

身体拘束廃止未実施 　１．なし　　２．あり

虐待防止措置未実施 　１．なし　　２．あり

看護職員配置体制 　１．なし　　２．あり

夜間支援等体制 　　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ・Ⅱ　　６．Ⅰ・Ⅲ
　　７．Ⅱ・Ⅲ　　８．Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．Ⅱ　　３．Ⅰ

重度障害者支援職員配置（※6） 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

夜間支援等体制加算Ⅰ加配職員体制
１．なし　　２．Ⅳ　　３．Ⅴ　　４．Ⅵ　　５．Ⅳ・Ⅴ

６．Ⅳ・Ⅵ　　７．Ⅴ・Ⅵ　　８．Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ

夜勤職員加配体制 　１．なし　　２．あり

強度行動障害者体験利用加算職員配置 　１．なし　　２．あり

医療連携体制加算（Ⅶ） 　１．なし　　２．あり

精神障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

強度行動障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

居住支援連携体制 　１．非該当　　２．該当

移行支援住居体制（自立生活支援
加算（Ⅲ））

　１．なし　　２．あり

通勤者生活支援 　１．なし　　２．あり

医療的ケア対応支援体制 　１．なし　　２．あり

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

人員配置体制 　１．なし　　２．7.5:1　　３．12:1　　４．20:1　　５．30:1

福祉・介護職員等処遇改善加算対象（※11） １．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

障害者支援施設等感染対策向上体
制

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅰ・Ⅱ

中核的人材配置体制 　１．なし　　２．あり

ピアサポート実施加算 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

施設区分 　１．福祉型　　２．医療型　　３．福祉型（強化）

定員超過 　１．なし　　２．あり

高次脳機能障害者支援体制 　１．なし　　２．あり

身体拘束廃止未実施 　１．なし　　２．あり

虐待防止措置未実施 　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

大規模減算 　１．なし　　２．あり

常勤看護職員等配置 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援加算（強度行動障害） 　１．なし　　２．あり

業務継続計画未策定 　１．なし　　２．あり

情報公表未報告 　１．なし　　２．あり

栄養士配置 １．なし　　２．その他栄養士　　３．常勤栄養士　　４．常勤管理栄養士

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

単独型加算 　１．なし　　２．あり

医療連携体制加算（Ⅸ） 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員等処遇改善加算対象（※11） １．なし　　２．Ⅰ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ　

送迎体制 　１．なし　　２．あり

日中活動支援体制 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

共生型サービス対象区分（※4） 　１．非該当　　２．該当

自立生活援助 １．30:1未満
２．30:1以上

福祉専門職員配置等 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

短期入所
※別紙2必須
※参考様式必須
　（共同生活援助利用者の状
況）

業務継続計画未策定（※13） 　１．なし　　３．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

居住支援連携体制 　１．非該当　　２．該当

ピアサポート体制 　１．なし　　２．あり

標準期間超過 　１．なし　　２．あり

中核的人材配置体制 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

虐待防止措置未実施 　１．なし　　２．あり

情報公表未報告 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員等処遇改善加算対象（※11） １．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

「福祉・介護職員等特定処遇改善加算区分」欄は、福祉・介護職員等特定処遇改善加算対象が「２．あり」の場合に設定する。

「大規模住居」欄の「２．定員8人以上」は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「外部サービス利用型」の場合に限る。また、「４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）」は、施設区分が
「介護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に限る。

「重度障害者支援職員配置」欄は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に設定する。

「夜間看護体制（看護職員配置数）」欄は、看護職員１名の配置に加え、さらに１名以上配置している場合、その人数を設定する。
「地域体制強化共同支援加算対象」欄は、地域生活支援拠点等が「１．非該当」の場合、「１．なし」または「２．あり」を設定する。

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等機能強化体制 　１．なし　　２．あり



（別紙２）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　　 年 月 ）

生活支援員

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

*

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22

勤務時間 ①００：００～００：００（０h、休憩０h）　②００：００～００：００（０h、休憩０h）　③００：００～００：００（０h、休憩０h）　④００：００～００：００（０h、休憩０h）　夜００：００～００：００（０h）

勤務形態の区分 Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

注１

区分６ 0 注２ ＊欄には、当該月の曜日を記入してください。
区分５ 0 注３
区分４ 0
区分３ 0 注４ 　「常勤換算後の人数」の記入に当たっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。
区分２

注５ 『大規模住居等減算』の確認に係る項目
●　同一敷地内（近接地を含む。）の共同生活住居の入居定員の合計数 人

黄色セルは入力必須です。

サービスの種類 共同生活援助 （選択してください） 事業所の名称

人員配置区分 ６：１　　　５：１（人員配置体制加算１２：１　３０：１　７．５：１　２０：１） 1週間に当該事業所における常勤職員の勤務すべき時間数（就業規則上等に定める時間数）

定員 現在の実利用者数 前年度の平均利用者数 基準上の必要職員数 世話人

支援区分
前年度利用者数

（人）

生活支援員
配置基準

（常勤換算）

「勤務する共同生活住居名」欄については、同一敷地内（近接地を含む）の共同生活住居の入居定員の合計数が２１名以上の共同生活援助（介護サービス
包括型）で、世話人及び生活支援員ごとに勤務する共同生活住居を明確に分けている場合は必ず記入してください。その際、右下の「『大規模住居等減算』
の確認に係る項目」欄も記入してください。

第３週 第４週
４週の
合計

週平均
の勤務
時間

週平均の
当該事業
の勤務時

間

常勤換
算後の
人数

職種
勤務
形態 氏名

注５　勤務
する共同生
活住居名

第１週 第２週 資格・兼務内容等

資格
実務経
験年数

兼務内容
等

　「人員配置区分」欄は、報酬算定上の区分を記入し、「該当する体制等」欄は、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる体制加算
等の内容を記入してください。（この際、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」の記入内容と同様に記入してください。）

区分１及び
該当なし

合計
（自動計算）

0 0
●欄が２１人以上となる場合であって、世話人及び生活支援員の勤務体制を共同生活住居の間で明確に区分している場合には、「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧
表」（別紙３）を勤務体制を区分している共同生活住居の単位ごとに作成して添付すること。その際、「（注１）勤務する共同生活住居名」欄を明記すること。



（参考様式） 令和 年 月 日

令和 年度　共同生活援助利用者の状況

色が付いたセルにのみ記入してください。

人

１　利用者延べ人数
注１　指定共同生活援助を利用した者（体験利用含む）の延べ人数を記入すること。

   ２　「年度計」欄は、各月ごとの延べ人数の合計を記入すること。（自動計算されます。）

   ３　途中で利用者の入退去があった場合、入居した日を含み、退去した日は含まないものとする。

　（１）前年度４月以前に開所した住居の、前年度４月から３月までの年度実績 （単位：人）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1 0

2 0

3 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（２）前年度５月以降に開所して１年以上経過した住居の、直近１年間の実績 （単位：人）

1 0

2 0

3 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（３）開所から６ヶ月以上１年未満の住居の、直近６ヶ月間の実績 （単位：人）

1 0

2 0

3 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（４）新規開所から６ヶ月以内の住居 （単位：人）

1 0

2 0

3 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　開所日数

1 日 ※通常、365日もしくは366日

2 日 ※通常、365日もしくは366日

3 日 ※通常、183日前後

３　前年度の平均利用者数 ４　世話人配置基準

1 ・介護サービス包括型

2 ・外部サービス利用型

3

4 ・日中サービス支援型

６：１ 0.0

（４）新規開所から６ヶ月以内の住居

合計 0 ５：１ 0.0

（１）前年度４月以前に開所した住居

（２）前年度５月以降に開所し、１年以上経過した住居

（３）開所から６ヶ月以上１年未満の住居

（１）前年度の４月～３月の開所日数

（２）直近１年間の開所日数

（３）直近半年間の開所日数

計 夜間支援
対象者数

住居名 新規開設日 定員
  　　　年

計 夜間支援
対象者数

住居名 新規開設日 定員
  　　　年

年度
計

夜間支援
対象者数

住居名 新規開設日 定員
  　　　年

計 夜間支援
対象者数

　　（例：ある月において２人の利用者がホームを３０日利用し、他の２人が２８日利用した場合、
　　　延べ人数は２×３０＋２×２８＝１１６人となる。）

住居名 新規開設日 定員
  　　　年     　　　年

法人名

事業所名

住居数 利用定員



電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

1
夜間支援体制の確保が

必要な理由

夜間支援従事者
①

夜間支援従事者
②

夜間支援従事者
③

夜間支援従事者
④

夜間支援従事者
⑤

夜間支援従事者
①

夜間支援従事者
②

夜間支援従事者
③

夜間支援従事者
④

夜間支援従事者
⑤

夜間支援従事者
①

夜間支援従事者
②

夜間支援従事者
③

夜間支援従事者
④

夜間支援従事者
⑤

夜間支援従事者
①

夜間支援従事者
②

夜間支援従事者
③

夜間支援従事者
④

夜間支援従事者
⑤

1 住居名

2
夜間における防災体

制の内容
（契約内容等）

3

利用者の緊急事態等に対
応するための連絡体制・支
援体制の確保の具体的方

法

4 備考

滞在時間 滞在時間
夜間支援等体制

加算の種類

夜間支援従事者
⑥

夜間支援従事者
⑦

夜間支援従事者
⑥

夜間支援従事者
⑦

注10　夜間支援等体制加算（Ⅳ）・（Ⅴ）・（Ⅵ）の３については、当該従事者の事業所への配置時間帯を記載してください。

2
夜間支援従事者が待機

している場所

夜間支援従事者
⑥

注１　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。

注２　日によって異なる夜間支援体制をとる場合（例えば「平日は夜勤、土日祝日は宿直」など）には、複数枚に書き分けるなど、それぞれの夜間支援体制について記載してください。

注９　夜間支援等体制加算（Ⅳ）・（Ⅴ）・（Ⅵ）の２については、当該従事者が巡回等をしていない時間帯の主たる滞在場所を記載してください。

注３　夜間支援等体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）の２の「夜間支援の対象者数（人）」欄には、当該共同生活住居における前年度の平均利用者数（新設の場合は推定数）を記入してください。また、前年度の平
均利用者数の算定に当たって小数点以下の端数が生じる場合は、小数点第１位を四捨五入してください。
注４　夜間支援等体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）の３の「夜間支援従事者を配置している場所」欄について、１人の夜間支援従事者が複数の住居で支援を行う場合は、当該従事者の主たる配置場所を記入し
てください。
注５　夜間支援等体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）の６の「夜間支援体制を確保している夜間及び深夜の時間帯」欄について、共同生活住居ごとに時間帯が異なる場合は、共同生活住居ごとに記載してくださ
い。

注６　夜間支援等体制加算（Ⅲ）については、２、３のいずれか、又は両方を記載してください。

注７　夜間支援等体制加算（Ⅲ）の２については、事業所の人員体制や利用者との連絡体制を含め、具体的に記入して下さい。

注８　夜間支援等体制加算（Ⅳ）・（Ⅴ）・（Ⅵ）の１については、当該従事者が支援体制を確保する住居名と滞在時間、夜間支援等体制加算の種類を記載してください。

夜間支援の住居及び夜
間支援従事者の配置状

況

住居名 住居名

夜間支援従事者
⑦

3
夜間支援体制を確保して
いる夜間及び深夜の時

間帯

夜間支援
等体制加
算（Ⅳ）・

（Ⅴ）・（Ⅵ）

1

4

配置場所から最も離れた
共同生活住居までの移

動時間（複数の共同生活
住居の夜間支援を行って

いる場合）

5

配置場所とグループホー
ムとの間の連絡体制（非
常通報装置・携帯電話
等）（複数の共同生活住
居の夜間支援を行ってい

る場合）

6
夜間支援体制を確保して
いる夜間及び深夜の時

間帯

7 備考

夜間支援
等体制加
算（Ⅲ）

合計

3
夜間支援従事者を配置し

ている場所

（別紙１７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（共同生活援助）夜間支援等体制加算届出書

事 業 所 番 号

担当者名

夜間支援の対象
者数（人）

事 業 所 名

事 業 所 の 所 在 地

連絡先

夜間支援
等体制加
算（Ⅰ）・

（Ⅱ）

2

夜間支援の対象者数及
び夜間支援従事者の配

置状況

※当該共同生活住居に
おける前年度の平均利用
者数（新設の場合は推定
数）を四捨五入して記入

してください。

共同生活住居名

１人の夜間支援従事者が支援を行う利用者の数（人） 当該住居で想定さ
れる夜間支援体制

（夜勤・宿直）



（別紙２－１）

１　法人・事業所の名称

２　異動区分

３　サービス種別

４　申請する加算区分
（利用者に応じて複数選択可
能）

人

※　新設の場合は推定値

６　人員体制

○基準上置くべき従業者数

生活支援員 合計（a）

人数 人 人 0 人

勤務延べ
時間数 時間 時間 0 時間

○人員配置体制加算の算定において必要な加配数

世話人等（ｂ） 調整数（c）

人数 人 人数 人

勤務延べ
時間数 時間

勤務延べ
時間数 時間

○人員配置体制加算の算定において必要な特定従業者数の合計( a ＋ b ＋ c )

世話人等

人数 0 人

勤務延べ
時間数 0 時間

○実際の特定従業者数

人数 人 0 人

勤務延べ
時間数 時間 0 時間

※当該事業所にて配置している従業者数＋加配している特定従業者数

注１　「申請する加算区分」には、該当する番号（Ⅰ～XIV）に○を付してください。
注２　「人員配置の状況」には、別紙　人員配置体制確認表及び参考表を参考にして、職員数を記載してください。
注３　「人員体制」には、該当する箇所に○を付してください。
注４　ここでいう特定従業者数とは、厚生労働大臣が定める施設基準並びにこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定め
る
　　施設基準（平成18年厚生労働省告示第551号）第16号ロに規定する特定従業者数換算方法により算定した従業者数
を

人員配置体制加算　算定の可否 可

　　年　　月　　日

人員配置体制加算に関する届出書（共同生活援助）

１　新規　　　　　　　　　２　変更　　　　　　　　　　３　終了

５　利用者数
前年度の利用者数の

平均値

７　人員配置の状況

世話人

世話人等 合計

１　介護サービス包括型　　　　２　外部サービス利用型　　　　　３　日中サービス支援型　

人員配置体制加算（ Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ・Ⅶ・Ⅷ・Ⅸ・Ⅹ・Ⅺ・Ⅻ・XIII・XIV）
（※参考：人員配置体制加算加算区分一覧から選択してください）

特定従業者数換算で（　12：１　・　30：１　・　7.5：１　・　20：１　）以上加配

a ＋ b ＋ c 



（別紙２－２） ○

-1

３　利用者数

　

２　運営状況 ４　基準上置くべき従業者数 ５　当該事業所にて配置している従業者数 ６　加配している特定従業者数

（別紙２－２）

７　人員配置体制加算の算定における必要加配数

調整数：

特定従業者数 勤務延べ時間 特定従業者数 勤務延べ時間 特定従業者数 勤務延べ時間 特定従業者数 勤務延べ時間

従業者の勤務体制一覧表

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1週間に当該事業所における常勤職員の勤務すべき時間数（就業規則上に定める時間数）

加配する特定従業者（世話人等）の勤務体制一覧表

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1週間に当該事業所における常勤職員の勤務すべき時間数（就業規則上に定める時間数）

※「勤務形態」の左側の欄には「常勤・専従」や「非常勤・兼務」等を記載し、右側の欄には支援先のユニット名を記載すること（すべてのユニットに関わり支援している場合は「全ユニット」と記載すること。）

※特定有資格者（社会福祉士「社」・精神保健福祉士「精」・介護福祉士「介」）には名前の後に資格名と勤続年数（経験３年以上の者のみ）を記載すること。

※令和６年４月５日修正：「７　人員配置体制加算の算定における必要加配数」の加配状況勤務延べ時間数の欄に、「５　当該事業所における基準上置くべき従業者数」と「４　基準上置くべき従業者数」の勤務延べ時間の差引の時間が加わるようになりました。

0.0

0.0

40

世話人・生活支援員の合計 0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

週平均の
勤務時間

兼務先

0.00

0 0.00

特定従業者換算後
の人数

世

話

人

等

職種 勤務形態 氏名
第１週 第２週 第３週 第４週 4週の合

計

0 0.00

0

総合計 0 0.00

世話人・生活支援員の合計 0 0.00 #DIV/0! 0.0

0 0.00

生

活

支

援

員
0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

#DIV/0! 0.0

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00世

話

人

0 0.00

0 0.00

#DIV/0! 0.0

0 0.00

サ
ー

ビ

ス

管

理

責

任

者

0 0.00

0 0.00

夜

間

及

び

深

夜

の

時

間

帯

以

外

の

時

間

帯

0 0.00

0 0.00

0 0.00

20:1

職種 勤務形態 氏名

第１週 第２週 第３週 第４週

12:1 30:1 7.5:1

4週の合
計

週平均の
勤務時間

常勤換算
後の人数

特定従業
者換算後
の人数

兼務先

算定要件に対して
の加配状況

#DIV/0! #DIV/0!
算定要件に対して

の加配状況
#DIV/0! #DIV/0!

算定要件に対して
の加配状況

#DIV/0! #DIV/0!
算定要件に対して

の加配状況
#DIV/0! #DIV/0!

加配状況 #DIV/0! #DIV/0! 加配状況 #DIV/0! #DIV/0!加配状況 #DIV/0! #DIV/0! 加配状況 #DIV/0! #DIV/0!

不足調整数 0.0 0.0 不足調整数 0.0 0.0不足調整数 0.0 0.0 不足調整数 0.0 0.0

不足加配数 0.0 0.0 不足加配数 0.0 0.0不足加配数 0.0 0.0 不足加配数 0.0 0.0

常勤換算方法による基準上おくべき従業者数において、当該事業所の常勤換算における所定労働時間が40時間未満であった場合に、特定
従業者数換算方法により算出された場合の値との差分をいう。

介護包括サービス型・外部サービス利用型 日中サービス支援型

12:1の場合 30:1の場合 7.5:1の場合 20:1の場合

合計 0.0人 0 0 合計 #DIV/0!

生活支援員 0.0人 0.0 0.0 生活支援員 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

勤務延べ
時間数

世話人５：１ FALSE 0.0 0.0 世話人５：１ FALSE 0.0 0.0 合計

0.0 世話人等 0.0人 0.0

0.0人 0

③新設又は増改築等の時点から１年以上 世話人６：１ FALSE 0.0 0.0 世話人６：１ FALSE 0.0

①新設又は増改築等の時点から６か月未満 常勤換算数 特定従業者
用の勤務延
べ時間数

常勤換算数 特定従業者
用の勤務延
べ時間数

特定従業者数換算数

②新設又は増改築等の時点から６か月以上１年未満 常勤換算に
よる人数

勤務延べ
時間

常勤換算に
よる人数

勤務延べ
時間

特定従業者数
換算による人

計 0.0人 0.0人 0.0人 0.0人 0.0人 0.0人 0.0人

定員増人数

0.0人

0.0人

0.0人

日中サービス支援型事業所 個人居宅介護利用者（再掲）

外部サービス利用型事業所 利用者数（平均）

区分５ 区分６ 計

法人・事業所名

事業所番号 定員

介護サービス包括型事業所 区分１以下 区分２ 区分３ 区分４

１　サービス類型

人員配置体制確認表 確認表

手順１ サービス類型を選択 →１ サービス類型

手順２ 運営状況を選択 →２ 運営状況

手順３ 対象となる利用者数を算出 →３ 利用者数

・「２ 運営状況」で①を選択した場合は、３に各々の推定数を記載する。

・「２ 運営状況」で②③を選択した場合は、別紙参考表の計算式で算出された値を転記する。

手順４ 基準上置くべき従業者数が表示される →４ 基準上置くべき従業者数

手順５ 「従業者の勤務体制一覧表」を記載する。

手順６ 「５ 当該事業所における基準上置くべき従業者数」が表示される →５ 当該事業所における基準上置くべき従業者数

手順７ 「４ 基準上置くべき従業者数」と「５ 当該事業所における基準上置くべき従業者数」を突合させ、基準上置くべき従業者数を満たしていることを確認する。

手順８ 「７ 人員配置体制加算の算定における必要加配数」を参考に、「算定要件に対しての加配状況」が０になるように「加配する特定従業者（世話人等）の勤務体制一覧表」に職員を配置する。



（別紙２－３）

○

１　事業者名等 ２　事業所類型

※１　該当する類型の欄のプルダウンで○を選択する

５　前年度の平均利用者数

※１　「新設又は増改築等の時点から６か月未満」の場合は入力不要

※２　「新設又は増改築等の時点から６か月以上１年未満」の場合は、直近６か月分を入力

※３　「新設又は増改築の時点から１年以上」の場合は直近１年分又は前年度分を入力

※４　利用者が入居した日は含み、退去した日は含めない。

※５　途中で利用者の入退去があった場合、入居した日を含み、退去した日は含まないものとする。

　（例：ある月において２人の利用者がホームを３０日利用し、他の２人が２８日利用した場合、

　　　延べ人数は２×３０＋２×２８＝１１６人となる。）

定員増人数

0.0
0.0 0.0 0.0 名

区分毎平均利用者総数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00.0 0.0 0.0 0.0項目毎

平均利用者数
0.0 0.0 0.0

0 0 0 00 0 0 00 0 0 0
名

計 366 日 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0３月 31

0 名0 0
日 0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 00 0 0 0
名

２月 29 日 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0１月 31

名0 0 0
日 0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 00 0 0 0
名

12月 31 日 0
0 0 0 0 0 00 0 0 011月 30

名0 0 0
日 0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 00 0 0 0
名

10月 31 日 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0９月 30

名0 0 0
日 0 0

0 0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0 00 0 0 0
0 0 名

８月 31 日 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0

名0

0 0 0 名

７月 31 日 0 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0

0 0

0 0 0 00 0 0 0 0
６月 30 日 0 0 0

0 0
名

５月 31 日 0 0 0
0 0 0 0 0 00 0 0 0 0

0 0 名

個人居宅介
護等利用者

定員増人数

利用者数
定員増人数

利用者数

0

定員増人数

４月 30 日 0 0 0 0

個人居宅介
護等利用者

個人居宅介
護等利用者

計
開所日数

利用者数 利用者数
定員増人数

利用者数
定員増人数

利用者数

区分１以下 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

個人居宅介
護等利用者

個人居宅介
護等利用者

個人居宅介
護等利用者

延べ利用人数

事業所番号 定員 日中サービス支援型

日

法人名 介護サービス包括型

事業所名 外部サービス利用型

令和 年 月

参考表



（様式第５号）

    　　年　　月　　日

（あて先）

埼 玉 県 知 事

届出者 所 在 地

法 人 名

代表者名

注４　｢特記事項｣欄は、異動の状況について具体的に記載してください。

　　　複数ある場合は、「別紙」に漏れなく記載してください

療養介護

１ 新規　２ 変更　３ 終了

訓
練
等
給
付

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

自立訓練(生活訓練)

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

宿泊型自立訓練

１ 新規　２ 変更　３ 終了

指定年月日

１ 新規　２ 変更　３ 終了

自立訓練(機能訓練)

１ 新規　２ 変更　３ 終了

就労定着支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

届出事務担当者

注２　｢異動等の区分｣欄は、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

別紙のとおり関係書類

１ 新規　２ 変更　３ 終了

注３　｢異動項目｣欄は、（別紙１）｢介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表｣に掲げる項目を記載してください。

就労継続支援Ｂ型

変更後特
記
事
項

変更前

注１　｢実施事業｣欄は、異動等の有無に関わらず、該当する欄に「○」を記入してください。

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

１ 新規　２ 変更　３ 終了

職名

電話番号

同一所在地において
行う事業等の種類

管理者の氏名

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

フリガナ

代表者の住所

事業所・施設の名称

主たる事業所・
施設の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

職名

実施
事業

電話番号

異動項目
（※変更の場合）

異動等の区分

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

管理者の住所

事
業
所
・
施
設
の
状
況

連絡先

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

法人の名称

フリガナ

氏名

主たる事務所
の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

事業所番号　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

届
出
者
（

法
人
）

代表者の職・氏名

連絡先

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

ＦＡＸ番号

届出事務担当者連絡先

電子メールアドレス
※必ず記入してください

ＦＡＸ番号

氏名

異動年月日

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

介
護
給
付

短期入所

施設入所支援

生活介護

通所・入所



（別紙）

　※記載漏れ・記載誤りがあると台帳の修正が出来ず、正しい給付費の請求ができなくなります。

　　記載漏れ、記載誤りが無いよう十分注意してください

　※新たに算定又は変更する全ての加算について、個別具体的に記載してください。

特
記
事
項

変更前（　　年　　月末現在の体制等状況） 変更後（　　　年　　月１日現在の体制等状況）

　
事業所番号

事
業
所
・
施
設
名

フリガナ

主たる事業所・
施設の所在地

事業所・施設の名称

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　



別紙１

必要な別紙

-

-

-

-

-

-

-

-

別紙18-1

-

-

-

別紙37

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

別紙16

別紙18-1

別紙9

-

Ⅰ別紙3-1
Ⅱ別紙3-2

-

別紙4-2

別紙21-1

別紙7-2

別紙17

別紙10

別紙10

別紙6

別紙6

別紙11

-

-

-

-

別紙25

別紙37

別紙19

別紙24

-

-

-

-

-

-

-

-

別紙9

別紙4-3

-

別紙23

別紙7-1

別紙7-1

別紙10

別紙41

-

-

-

別紙18-2

別紙37

別紙19

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

共生型サービス対象区分

地域生活支援拠点等

中核的人材配置体制 　１．なし　　２．あり

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

１．なし　　２．その他栄養士　　３．常勤栄養士　　４．常勤管理栄養士

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．福祉型　　２．医療型　　３．福祉型（強化）

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

常勤看護職員等配置（看護職員常勤換算員数）（※14）

　１．なし　　２．あり

入浴支援体制 　１．なし　　２．あり

就労定着者数（　　）

就労移行支援体制

常勤看護職員等配置

身体拘束廃止未実施 １．なし　２．あり（障害者支援施設以外）　３．あり（障害者支援施設）

　１．非該当　　２．該当

短時間利用減算

サービス管理責任者欠如

　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ　　６．Ⅰ・Ⅲ　　７．Ⅱ・Ⅲ

人員配置体制

　１．なし　　２．あり

視覚・聴覚等支援体制

４．81人以上
５．20人以下
６．21人以上30人以下
７．31人以上40人以下
８．41人以上50人以下
９．51人以上60人以下
１０．61人以上70人以
下
１１．71人以上80人以
下

４．81人以上
６．21人以上30人以下
７．31人以上40人以下
８．41人以上50人以下
９．51人以上60人以下
１０．61人以上70人以
下
１１．71人以上80人以
下
１２．5人以下
１３．6人以上10人以下
１４．11人以上20人以
下

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者配置等（※5）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16)

　１．なし　　２．あり

看護職員常勤換算員数（　　）

職員欠如

　１．なし　　２．あり

大規模事業所

療養介護
※別紙２必須

　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等

地域区分

生活介護
※別紙2、16-1必須

生活介護＋短期入所
※別紙2、16-2必須

身体拘束廃止未実施 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり１．Ⅰ型
２．Ⅱ型
３．Ⅲ型
４．Ⅳ型
５．Ⅴ型

虐待防止措置未実施

情報公表未報告

特例対象（※3）

業務継続計画未策定

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

高次脳機能障害者支援体制

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．一般　　２．小規模多機能

　１．なし　　５．定員81人以上

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ　

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

指定管理者制度適用区分

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16)

サービス管理責任者欠如

重度障害者支援Ⅰ体制

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表

提供サービス 定員数 定員規模 多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等
適用開始日

　　１．一級地　２．二級地　３．三級地　４．四級地　５．五級地
　　６．六級地　７．七級地　２０．その他

各サービス共通

定員超過

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

　１．なし　　２．あり

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

　１．なし　　２．あり

　１．非該当　　２．該当

医師配置 　１．なし　　２．あり

１．４時間未満　　２．４時間以上６時間未満

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．Ⅱ　　３．Ⅰ

定員超過

業務継続計画未策定 　１．なし　　２．あり

施設区分

　１．なし　　２．あり

開所時間減算 　１．なし　　２．あり

開所時間減算区分（※4）

１．Ⅱ型(1.7:1)
２．Ⅲ型(2:1)
３．Ⅳ型(2.5:1)
４．Ⅴ型(3:1)
５．Ⅵ型(3.5:1)
６．Ⅶ型(4:1)
７．Ⅷ型(4.5:1)
８．Ⅸ型(5:1)
９．Ⅹ型(5.5:1)
10．Ⅺ型(6:1)
11．Ⅰ型(1.5:1)

共生型サービス対象区分

福祉専門職員配置等

送迎体制

人員配置体制

短期入所
※別紙2必須

食事提供体制

定員超過

大規模減算

送迎体制

情報公表未報告

常勤看護職員等配置

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16)

重度障害者支援加算（強度行動障害）

単独型加算

施設区分

日中活動支援体制

栄養士配置

医療連携体制加算（Ⅸ）

福祉専門職員配置等（※5）

職員欠如

身体拘束廃止未実施

指定管理者制度適用区分

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

中核的人材配置体制

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

送迎体制（重度）

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

リハビリテーション加算

延長支援体制 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅱ・Ⅲ体制

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

　１．非該当　　２．該当

　１．非該当　　２．該当

業務継続計画未策定 　１．なし　　２．あり

情報公表未報告 　１．なし　　２．あり

就労移行支援体制（就労定着者数）

栄養改善体制

虐待防止措置未実施

虐待防止措置未実施

　１．なし　　２．あり



（別紙２　※参考様式５と同一）
サービスの種類

 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　　　年　　月分） 事業所・施設の名称

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 資格 実務経験年数 兼務内容等

  勤務時間 ①００：００～００：００（０h、休憩０h）　②００：００～００：００（０h、休憩０h）　③００：００～００：００（０h、休憩０h）　④００：００～００：００（０h、休憩０h）　休：休日

　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務
注1　本表はサービスの種類ごとに作成してください。

注2　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

注3
専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常勤(人)

非常勤(人)

注4 　算出に当たっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。常勤換算後の人数(人)

目標工賃
達成指導員

栄養士

週平均の
当該事業
の勤務時

間

週平均
の勤務
時間

資格・兼務内容等常勤換
算後の
人数

人員配置区分

勤務
形態

サービス
管理責任者

第　１　週

訪問
支援員

看護職員
理学療
法士等

生活
支援員

第　２　週 第　３　週

定員

医師
職業

指導員
就労

支援員

前年度の平均利用者数

その他の
従業者

基準上の必要職員数
該当する体制等

利用者及び
従業者以外

４週の
合 計

第　４　週

　「人員配置区分」欄は、報酬算定上の区分を記載し、「該当する体制等」欄
は、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる体制加算
等の内容を記載してください（この際、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体
制等状況一覧表」の記載内容と同様に記載してください。）

従業者数

地域移行
支援員



（別紙１６－１）

○　平均障害支援区分の状況・人員配置体制加算（生活介護）

利用者数

うち区分５以
上に準ずる

経過措置対象者

区分２ ×２

区分３ ×３

区分４ ×４

区分５ ×５

区分６ ×６

① 0 ②

○　夜勤職員配置体制加算・夜間看護体制加算（施設入所支援）

人　　　　（うち看護職員 人）

　年　月　日

平均障害支援区分の状況、人員配置体制加算、
夜勤職員配置体制加算及び夜間看護体制加算に関する届出書

事業所・施設の名称

当該事業所・施設の定員

障害支援区分 人員
延べ利用
者数　(a)

算定(b)
延べ区分

(a×b)
うち区分５

以上に準ずる

総　計 0

0.0 開所日数

④

③

平均障害支援区分（②÷①） 0

「区分５以上」の利用者 及び 区分４以下で「区分５以上に準ずる」利用者の数の
割合　（(③＋④)÷①、％）

0%

生活支援員等
の常勤換算数（人）

人員配置体制
加算区分

※　電子ファイルに数字等を入力する場合は、青色の部分のみ記載すること。
　　（色が入っていないセルには関数が入っています。）

※　人員、延べ利用者数及び開所日数については前年度のものを基本とするが、新規参入事業所の場合は
　　推定数（登録予定人員などから推計した１ヶ月間の推定数）について記載すること。

Ⅰ(常勤換算で1.5:1以上)

Ⅱ(常勤換算で1.7:1以上)

Ⅲ(常勤換算で2:1以上)

Ⅳ(常勤換算で2.5:1以上)

なし

※　「夜間看護体制加算」を算定するには、「夜勤職員配置体制加算」が算定されている必要がある。

※　「夜勤職員配置の状況」には、施設入所支援を提供する時間に配置している職員の数を記載すること。

※　区分２、３であっても本事業の対象とならない経過措置対象者は、「経過措置対象者」欄に記載してください。

※　「うち区分５以上に準ずる」の項には、区分４以下であって、行動関連項目の点数の合計が10点以上である
　　利用者及び喀痰吸引等を必要とする利用者の数を記載すること。

申請する加算 なし　　　夜勤職員配置体制加算　　　夜間看護体制加算

夜勤職員配置の状況

0

0

0

0

0



（様式第５号）

    　　年　　月　　日

（あて先）

埼 玉 県 知 事

届出者 所 在 地

法 人 名

代表者名

注４　｢特記事項｣欄は、異動の状況について具体的に記載してください。

　　　複数ある場合は、「別紙」に漏れなく記載してください

療養介護

１ 新規　２ 変更　３ 終了

訓
練
等
給
付

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

自立訓練(生活訓練)

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

宿泊型自立訓練

１ 新規　２ 変更　３ 終了

指定年月日

１ 新規　２ 変更　３ 終了

自立訓練(機能訓練)

１ 新規　２ 変更　３ 終了

就労定着支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

届出事務担当者

注２　｢異動等の区分｣欄は、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

別紙のとおり関係書類

１ 新規　２ 変更　３ 終了

注３　｢異動項目｣欄は、（別紙１）｢介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表｣に掲げる項目を記載してください。

就労継続支援Ｂ型

変更後特
記
事
項

変更前

注１　｢実施事業｣欄は、異動等の有無に関わらず、該当する欄に「○」を記入してください。

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

１ 新規　２ 変更　３ 終了

職名

電話番号

同一所在地において
行う事業等の種類

管理者の氏名

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

フリガナ

代表者の住所

事業所・施設の名称

主たる事業所・
施設の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

職名

実施
事業

電話番号

異動項目
（※変更の場合）

異動等の区分

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

管理者の住所

事
業
所
・
施
設
の
状
況

連絡先

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

法人の名称

フリガナ

氏名

主たる事務所
の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

事業所番号　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

届
出
者
（

法
人
）

代表者の職・氏名

連絡先

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

ＦＡＸ番号

届出事務担当者連絡先

電子メールアドレス
※必ず記入してください

ＦＡＸ番号

氏名

異動年月日

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　

介
護
給
付

短期入所

施設入所支援

生活介護

通所・入所



（別紙）

　※記載漏れ・記載誤りがあると台帳の修正が出来ず、正しい給付費の請求ができなくなります。

　　記載漏れ、記載誤りが無いよう十分注意してください

　※新たに算定又は変更する全ての加算について、個別具体的に記載してください。

特
記
事
項

変更前（　　年　　月末現在の体制等状況） 変更後（　　　年　　月１日現在の体制等状況）

　
事業所番号

事
業
所
・
施
設
名

フリガナ

主たる事業所・
施設の所在地

事業所・施設の名称

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

　　埼玉県　　　　　　　　郡市　　



必要な別紙
提供サービス 定員数 定員規模 多機能型等

　　定員区分（※1）
人員配置区分

（※2）
その他該当する体制等

適用開始日

-

-

-

-

-

-

-

-

別紙18-1

Ⅰ別紙3-1
Ⅱ別紙3-2

別紙5

別紙6

別紙6

別紙14

別紙10

別紙7-2

別紙34

-

-

-

別紙37

別紙24

別紙31

-

-

-

-

-

-

-

別紙18-1

Ⅰ別紙3-1
Ⅱ別紙3-2

別紙5

別紙6

別紙6

-

別紙27

別紙10

別紙7-2

別紙34

-

-

別紙26

別紙37

別紙24

-

別紙32＋
別紙32-1

※新規指定は
別紙32＋別紙

32-2

-

-

-

-

-

-

別紙33

-

-

別紙37

※１

※２ 「人員配置区分」欄には、報酬算定上の区分を設定する。

※３ 18歳以上の障害児施設入所者への対応として、児童福祉法に基づく指定基準を満たすことをもって、障害者総合支援法に基づく指定基準を満たしているものとみなす特例措置の対象を設定する。

※４

※５ 「共生型サービス対象区分」欄が「２．該当」の場合に設定する。

※６

※７

※８

※９ 居宅介護について、「特定事業所（経過措置）」欄は、特定事業所が「２．Ⅰ」、「４．Ⅲ」、「５．Ⅳ」の場合に設定する。

行動援護について、「特定事業所（経過措置）」欄は、特定事業所が「２．Ⅰ」、「３．Ⅱ」、「４．Ⅲ」、「５．Ⅳ」の場合に設定する。

※１０ 「地域移行等意向確認体制未整備」欄は、令和8年4月1日以降の場合に設定する。

※１１ 施設区分が「３．生活訓練（宿泊型）」の場合、「身体拘束廃止未実施」欄は、「１．なし」、「２．あり」を設定する。また、「２．あり（障害者支援施設以外）」を「２．あり」と読み替える。

職員欠如 　１．なし　　２．あり

就労定着者数（　　）

就労継続A型利用者負担減免

社会生活支援

就労移行支援体制 　１．なし　　２．あり

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ　

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．減額（　　　　円）　　３．免除

　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

　１．なし　　２．あり

付

就労継続支援Ａ型
※別紙2,30必須

就労継続支援Ｂ型
※別紙2、31必須

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅱ型(7.5:1)
２．Ⅲ型(10:1)
３．Ⅰ型(6:1)

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下 視覚・聴覚等支援体制

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

定員超過

福祉専門職員配置等

就労移行支援体制（就労定着者数）

重度者支援体制

送迎体制

虐待防止措置未実施

サービス管理責任者欠如

業務継続計画未策定

自己評価結果等未公表減算

視覚・聴覚等支援体制

高次脳機能障害者支援体制

　１．なし　　２．あり

身体拘束廃止未実施

重度者支援体制

　１．なし　　２．あり

職員欠如

１．Ⅰ型(7.5:1)
２．Ⅱ型(10:1)

賃金向上達成指導員配置

身体拘束廃止未実施

情報公表未報告

就労移行支援について、令和６年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から2年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労移行支援（養成）について、指定を受けた日から3年（修業年限が5年の場合は5年）を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労継続支援Ａ型について、指定を受けた日から1年を経過しない事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労継続支援Ｂ型について、指定を受けた日から1年を経過しない事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。

　１．なし　　２．あり

指定管理者制度適用区分

送迎体制

　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如

業務継続計画未策定

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16)

地域生活支援拠点等

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり定員超過

社会生活支援

　１．なし　　２．Ⅱ　　３．Ⅰ

就労移行支援体制

　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

就労定着者数（　　）

　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等

目標工賃達成指導員配置

　１．なし　　２．あり

就労定着実績

　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如

職員欠如

業務継続計画未策定（※15）

職場適応援助者養成研修修了者配置体制

情報公表未報告 　１．なし　　２．あり

虐待防止措置未実施

支援体制構築未実施 　１．なし　　２．あり

「重度障害者支援職員配置」欄は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に設定する。

多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所については、一体的な管理による複数サービス種類の利用定員の合計数を利用定員とした場合の報酬を算定することとなるため、「定員規模」には利用定員の
合計数を設定する。
ただし、以下の報酬については、サービス種類毎または単位毎の利用定員に応じた報酬を算定する。
　生活介護・・・人員配置体制加算、常勤看護職員等配置加算、就労移行支援体制加算
　施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算、地域移行支援体制加算
　自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・就労移行支援体制加算
　就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算、賃金向上達成指導員配置加算
　就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算、就労移行支援体制加算

その場合、「多機能型等定員区分」には、以下の内容を設定する。
　生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・各サービス種類の単位毎の利用定員。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生活介護において、主として重症心身障害児者を受け入れる多機能型事業所の場合、事業所全体の利用定員に応じて設定する）
　就労継続支援A型、就労継続支援B型・・・各サービス種類の利用定員。

なお、「定員規模」と「多機能型等定員区分」が同一の場合、「多機能型等定員区分」は設定しない。

「開所時間減算区分」欄は、開所時間減算が「２．あり」の場合に設定する。

　１．なし　　２．あり

就労定着支援

　１．利用者数が20人以下　　２．利用者数が21人以上40人以下　　３．利用者数が41人以上

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16) １．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

就労定着率区分

　１．就労定着率が９割５分以上
　２．就労定着率が９割以上９割５分未満
　３．就労定着率が８割以上９割未満
　４．就労定着率が７割以上８割未満
　５．就労定着率が５割以上７割未満
　６．就労定着率が３割以上５割未満
　７．就労定着率が３割未満

　１．なし　　２．あり

「大規模住居」欄の「２．定員8人以上」は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「外部サービス利用型」の場合に限る。また、「４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）」は、施設区分が「介護サービス包括型」及
び「日中サービス支援型」の場合に限る。

　１．なし　　２．あり

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

就労定着支援利用者数

１．なし　２．あり（障害者支援施設以外）　３．あり（障害者支援施設）

食事提供体制

食事提供体制

ピアサポート実施加算(Ⅳ,Ⅴ,Ⅵのみ)

就労移行支援体制（就労定着者数）

高次脳機能障害者支援体制

目標工賃達成加算対象

福祉・介護職員等処遇改善加算対象(※16)

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等

　１．なし　　２．あり

平均工賃月額区分（※6）

　１．非該当　　２．該当

指定管理者制度適用区分

　１．平均工賃月額が４万５千円以上
　２．平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満
　３．平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満
　４．平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満
　５．平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満
　６．平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満
　７．平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満
　８．なし（経過措置対象）
　９．平均工賃月額が１万円未満
　１０．なし（生産活動等への支援実施対象）

情報公表未報告

　１．なし　　２．あり

１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ　

　１．なし　　２．Ⅱ　　３．Ⅰ

　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

虐待防止措置未実施 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

　１．なし　　２．あり

１．なし　２．あり（障害者支援施設以外）　３．あり（障害者支援施設）

　１．なし　　２．あり



（別紙２　※参考様式５と同一）
サービスの種類

 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　　　年　　月分） 事業所・施設の名称

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 資格 実務経験年数 兼務内容等

  勤務時間 ①００：００～００：００（０h、休憩０h）　②００：００～００：００（０h、休憩０h）　③００：００～００：００（０h、休憩０h）　④００：００～００：００（０h、休憩０h）　休：休日

　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務
注1　本表はサービスの種類ごとに作成してください。

注2　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

注3
専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常勤(人)

非常勤(人)

注4 　算出に当たっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。常勤換算後の人数(人)

目標工賃
達成指導員

栄養士

週平均の
当該事業
の勤務時

間

週平均
の勤務
時間

資格・兼務内容等常勤換
算後の
人数

人員配置区分

勤務
形態

サービス
管理責任者

第　１　週

訪問
支援員

看護職員
理学療
法士等

生活
支援員

第　２　週 第　３　週

定員

医師
職業

指導員
就労

支援員

前年度の平均利用者数

その他の
従業者

基準上の必要職員数
該当する体制等

利用者及び
従業者以外

４週の
合 計

第　４　週

　「人員配置区分」欄は、報酬算定上の区分を記載し、「該当する体制等」欄
は、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる体制加算
等の内容を記載してください（この際、(別紙1)「介護給付費等の算定に係る体
制等状況一覧表」の記載内容と同様に記載してください。）

従業者数

地域移行
支援員



　年　　月　　日

1 21人以上40人以下 4 81人以上
2 41人以上60人以下 5 20人以下
3 61人以上80人以下

1 4万5千円以上 6 1万5千円以上2万円未満

2 3万5千円以上4万5千円未満 7 1万円以上1万5千円未満

3 3万円以上3万5千円未満 8 なし（経過措置対象）

4 2万5千円以上3万円未満 9 1万円未満

5 2万円以上2万5千円未満

平均工賃
月額区分

サ
ー

ビ
ス
費

Ⅳ
・
Ⅴ
・
Ⅵ

有　　　　　・　　　　　無

0

重度障害者支援体制加算Ⅰ
を算定する場合

（①＋２０００円）

平均工賃月額①
（工賃支払総額÷平均利用者数）

工賃総額(円)

注１　就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）、就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）又は就労継続支援Ｂ型サービス費
（Ⅲ）を算定する場合は、平均工賃月額区分及び前年度の工賃支払対象者数・支払工賃額の状況を記載すること。
注２　重度者支援体制加算（Ⅰ）を算定している場合は、平均工賃月額に２千円を加える。
注３　平均工賃月額区分「なし（経過措置対象）」は、指定を受けて１年を経過していない事業所が選択する。
注４　就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅳ）、就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅴ）又は就労継続支援Ｂ型サービス費
（Ⅵ）を算定する場合は、ピアサポーターの配置の有無を記載すること。なお、ピアサポーターを配置している場合
は、別紙26「ピアサポート実施加算に関する届出書」を提出すること。

１．就労継続支援B型サービス費Ⅰ　２．就労継続支援B型サービス費Ⅱ

３．就労継続支援B型サービス費Ⅲ　４．就労継続支援B型サービス費Ⅳ

５．就労継続支援B型サービス費Ⅴ　６．就労継続支援B型サービス費Ⅵ

サービス費区分

円

ピアサポーターの配置については、サービス費Ⅳ・Ⅴ・Ⅵを算定する場合のみ選択してください。

ピアサポーターの配置

円
平均利用者(人)

月 12 1 2 3

0

計

平均利用者(人)

4 5 6 7 8

定員区分

※　サービス費Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの算定には、工賃向上計画書の策定が必須です。

前年度の
平均

利用者数
・

工賃支払
総額

（　　　　　年度実績）

月 10 11

工賃総額(円)

9

（別紙３１）

就労継続支援Ｂ型に係る基本報酬の算定区分に関する届出書

事業所名

人員配置区分 １．Ⅱ型（7.5：1）　２．　Ⅲ型（10：1）　３．Ⅰ型（6:1）




